
警　　視　　庁

事                          項 31 年 度 30 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

１　テロ対策 1,367    811      556      

　　　テロ対策に向けた官民パートナーシップ

　　　　関係機関や民間事業者等と連携して、テロに

　　　　対する危機意識を醸成し、大規模テロ発生時

　　　　における協働対処体制の整備等を行う。

　　　　　非常時映像伝送システムの拡充　等

　　　爆発物等テロの手段を封じ込める対策の強化

　　　　爆発物原料販売事業者等に対する情報提供を

　　　　行い、爆弾テロの発生を未然に防止する。

　　　東京国際空港庁舎（仮称）の整備　等

警 視 庁 － １



事                          項 31 年 度 30 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

２　サイバーセキュリティ対策 2,206    1,513    693      

　　〔産業労働局に計上されている事業を含む。〕

　　　サイバー攻撃対策

　　　　官民共同訓練

　　　　重要インフラ分野別演習

　　　　オリンピック・パラリンピック関連事業者共

　　　　同訓練

　　　　団体向けリスクマネジメント普及啓発事業

　　　　（再掲）　等

　　　サイバー犯罪対策

　　　　スーパーコンピュータの借入れ　等

　　 (新)

　　　解析支援システムの構築

　　　　犯行に使用されたパソコン等の解析業務の更

　　　　なる高度化・効率化を図るとともに、新たな

　　　　解析手法を確立する。

　　　サイバーセキュリティ広報啓発活動

　　　　サイバー犯罪の実態や最新の手口、被害に遭

　　　　わないための対策等について、一般都民を対

　　　　象とした体験型イベントを開催する。

警 視 庁 － ２



事                          項 31 年 度 30 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

３　交通信号施設等の整備 6,942    7,191    △ 249   

債務負担

313)(      30)(       283)(      

規模

　　　信号施設の新設、改良、更新 (新設 (新設 (新設

40か所)   63か所)   △ 23か所) 

　　　無電柱化に合わせた信号線の地下線化 253か所)(  245か所)(  8か所)(    

　　　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大

　　　会に伴う交通管制対策

　　　　競技会場周辺における交通の円滑化対策、信

　　　　号施設のバリアフリー化等を行う。

　　　　　視覚障害者用付加装置 5か所)(    5か所)(    0か所)(  

　　　　　バリアフリー対応型信号機用押ボタン箱表 1,676か所)(  1,436か所)(  240か所)(  

　　　　　示板の多言語表記

　　　　　マルチカラー交通情報板 15か所)(   24か所)(  △ 9か所)(  

　　　　　交通情報カメラ　等 15か所)(  12か所)(  3か所)(  

　　 (新)

　　　貨物集配中の車両に係る駐車規制の見直しに伴 50か所)(   0)(        50か所)(   
　　　う標識等整備

　　 (新)

　　　モービルマッピングシステムの整備

　　　　交通事故事件捜査における現場見取図作成の

　　　　負担軽減等を図るため、全方位カメラ等を搭

　　　　載したシステムを導入する。
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事                          項 31 年 度 30 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

４　自転車総合対策 6,419    6,156    263      

　　　都民安全推進本部、建設局、港湾局、臨海地

　　　域開発事業会計に計上されている事業を含む。

 （１） 良好な自転車通行環境の確立 5,860    5,545    315      

債務負担

　　　　　自転車走行空間の整備（再掲） 872)(      1,175)(    △ 303)(   

規模

　　　　　自転車ナビルート設置計画 345km)(    345km)(    0km)(      

　　　　　駅周辺における自転車ネットワーク路線の 12地区)(   20地区)(   △ 8地区)(  

　　　　　整備推進計画

 （２） 安全運転教育・普及啓発 559      611      △ 52    

　　　　　自転車交通ルールの普及促進事業

　　　　　自転車安全利用指導員（再掲）　等
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事                          項 31 年 度 30 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

５　身近な犯罪の防止対策等 2,106    2,371    △ 265   

　　　都民安全推進本部に計上されている事業を含

　　　む。

　　　特殊詐欺対策

　　　 (新)

　　　　集中架電システム

　　　　自動通話録音機設置促進補助（再掲）

　　　 (新)

        少年の「受け子」等防止対策の推進（再掲）

等

　　 (新)

　　　警戒警備システムの整備

　　　　セキュリティカメラでのリアルタイム把握及

　　　　びＡＩ技術での異常行動検知などにより、雑

　　　　踏事故等の未然防止を図るシステムを導入す

　　　　る。

　　　街頭防犯カメラシステム　等
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